
うきは市の給与・定員管理等について

1 　 総括
（１）人件費の状況（普通会計決算）
区 分 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率

A B B/A
千円 千円 千円

14,458,667 828,567 2,102,639 14.5%

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）
区　分 職員数 （参考）類似団体平均

A 給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　　　B 一人当たり給与費
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

249 862,958 93,274 320,462 1,276,694 5,127 5,808
（注）

　　1　職員手当には退職手当を含みません。

　　2　職員数は平成23年4月1日現在の人数です。（自動車学校の嘱託職員を含みます）

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）

　　１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す

　　指数です。

　　2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均した

　　ものです。
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２　一般行政職給料表の状況(平成２４年４月１日現在）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 １０級

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２４年４月１日現在）

① 一般行政職

一般行政職とは、全職員から税務職、保健看護職、技能労務職を除いた職員です。

②　技能労務職

１　「平均給料月額」とは、平成２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかされているものです。

　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等

　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

大 学 卒 １７２，２００円 １７８，８００円 １７２，２００円

高 校 卒 １４４，５００円 １４０，１００円

高 校 卒 １４４，５００円

大 学 卒

高 校 卒

高 校 卒

国

４２．８歳

４９．７歳

(減額前)３２９，９１７円 (減額前)４０１，７８９円

３４９，８０６円
(減額後)３７２，９０６円

３７３，９４１円

４７．７歳

平均給与月額
（国ベース)

３４４，１０２円

３６８，６８３円３３８，７３６円

３３６，８８３円

354,700 395,800

185,800 222,900 261,900

― ―

― ――

400,600 422,600 456,200
―

289,200

平均給与月額
（A)

１６人

８３３人

平均年齢

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

135,600

３８８，０９７円

３４４，１０２円

243,700 307,800

320,600 366,200

３３７，８８３円
３８０，２９２円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額
　　（国ベース）

４３．０歳

３００，７０２円
３４１，６４３円

(減額後)３０４，９４４円

３２３，７５６円

４１．２歳
４３．４歳

う き は 市

福 岡 県

うきは市
福岡県

類似団体

国

３３８，９７６円
４２５，６９８円

５２．７歳

職員数 平均給料月額

類 似 団 体

（２）職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在）
区 分

一般行政職

（注）

４９．２歳

うきは市 福岡県 国

１４４，５００円

４，３５０人

技能労務職

２３３，０００円 ２８７，５００円 ３１７，３００円

２９５，５００円 ３２１，９００円

技能労務職

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在）
区 分

一般行政職

１３７，５００円

経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

２６７，９００円

(減額前)２８５，０３０円 (減額前)３２３，１８１円
３，４７９人

３１２，３００円 ３６４，０００円

３０７，７１６円

(減額後)３０７，５０６円

３３１，６９４円 ３２０，４５８円

(減額後)２７０，４６５円



４　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２４年４月１日現在）

職員数 構成比

主事 ３７人 22.3%

主事 １６人 9.6%

主任主事　・主査  ・係長 ３６人 21.7%

主査　・係長  ・補佐 ５９人 35.6%

補佐  ・課長 ５人 3.0%

課長 １１人 6.6%

企画調整監 ・市長公室長 ２人 1.2%

（注）１　うきは市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（２）昇給への勤務成績の反映状況

　全職員を対象に勤務評定を実施していますが、昇給区分に差を設けておりません。
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５　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当
国

１人当たり平均支給額（Ｈ２３年度）

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

期末手当　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　勤勉手当

２．６０月分　　　　　１．３５月分 ２．６０月分　　　　　１．３５月分 ２．６０月分　　　　　１．３５月分

(１．４５月分)        (０．６５月分) 　（１．４５月分　)　　（０．６５月分） 　（１．４５月分　)　　（０．６５月分）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　　　　５％～１５％ 役職加算　　　　　５％～２０％ 役職加算　　　　　５％～２０％
管理職加算　　　１０％～２５％ 管理職加算　　　１０％～２５％

　（注）(    )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　　一律支給

（２）退職手当（平成２４年４月１日）

（支給率）　　　自己都合　　　　　勧奨・定年 （支給率）　　　自己都合　　　　　勧奨・定年

勤続20年　　　　　　23.5月分　　　　　30.55月分 勤続20年　　　　　　23.5月分　　　　 30.55月分

勤続25年　　　　　　33.50月分　　　　41.34月分 勤続25年　　　　　　33.50月分　　　　41.34月分

勤続35年　　　　　　47.50月分　　　　59.28月分 勤続35年　　　　　　47.50月分　　　　59.28月分

最高限度額　　　　 59.28月分　　　　59.28月分 最高限度額　　　　 59.28月分　　　　59.28月分

その他の加算率 その他の加算率

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 21,377千円
　（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２３年度に退職した職員に支給された平均額です。

－

う き は 市 国

う き は 市
１人当たり平均支給額（Ｈ２３年度）

１，２８６千円

福 岡 県

１，５５８千円



（３）地域手当(平成２４年４月１日現在)　

支給対象地域 支 給 率 国の制度（支給率）

市内全域 0.00% 0%

※平成２２年４月１日より支給しておりません。

（４）特殊勤務手当(平成２４年４月１日現在)

3

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

小動物処理手当 市民生活課生活環境係 小動物死骸処理

死体処理手当 福祉事務所 行旅死亡人等の収容

（５）時間外勤務手当

（６）その他の手当（平成２４年４月１日現在）

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価 国の制度との異同
支給実績

（Ｈ23年度決算）

支給職員1人当た
り　平均支給年額
（Ｈ23年度決算）

扶養手当 配偶者13,000円子等6,,500円 同 22,907千円 243,691円

住居手当
借家最高限度27,000円
新築・購入2,500円

異 10,207千円 248,951円

通勤手当 交通機関・用具利用者 同 9,370千円 5,120円

管理職手当 給料月額×１０％ 異 11,202千円 509,181円国の場合は定額制

国の制度と異なる内容

国は持ち家に係る支給は無

０人

職員全体に占める手当支給職員の割合（Ｈ２３年度）

２４，４００円

2%

185千円

左記職員に対する支給単価

１件　　1,000円

支給実績（Ｈ２３年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（Ｈ２３年度決算）

支給実績（Ｈ２２年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（Ｈ２２年度決算）

156千円

46,420千円

支 給 実 績

支給職員 １ 人当た り 平均支給年額 Ｈ ２ ３ 年 度決算 ）

０円

０円

支 給 対 象 職 員 数

支給実績（Ｈ２３年度決算） １２２千円

支給職員１人当たり平均支給年額（Ｈ２３年度決算）

39,050千円

１人　　5,000円

伝染病防疫作業

手当の種類(手当数)

市民生活課生活環境係
伝染病菌の付着した
物件の処理作業

1回　　1,000円



６　特別職の報酬等の状況（平成２４年４月１日現在）

　　　　　８１６，０００円 ９８９，０００円／ ２５９，０００円

　　　　　６３２，０００円 ８１６，０００円／ ４８３，０００円

　　　　　４１０，０００円 ５４５，０００円／ ２３０，０００円

　　　　　３６０，０００円 ４７４，０００円／ ２００，０００円

　　　　　３３０，０００円 ４５０，０００円／ １８０，０００円

市　　長 　　　　（Ｈ２３年度支給割合）

副　市　長 　　　　　　　　２．６月分

議　長 　　　　（Ｈ２３年度支給割合）

副　議　長

議　　員

　　　　（算定方式）　　　　　　　　　　　　　（１期の手当）　　　　　　　　　（支給時期）

市　　長 給料月額×510/100×在職年数 １６，６４６，４００円 任期ごとに支給

副　市　長 給料月額×300/100×在職年数 ７，８２４，０００円 任期ごとに支給

　　備　　考

(注）　　　退職手当の「１期の手当」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、
　　　　１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込み額です。

区 分 給 料 月 額 等

給
料

市 長

副 市 長

（参考）類似団体における最高／最低額

退
職
手
当

期
末
手
当

　　　　　　　　２．６月分

報
酬

議 長

副 議 長

議 員



７　職員数の状況
　（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

(各年４月１日現在)
区分

　　部門 平成23年 平成24年

議会 3 3

総務 54 54

税務 19 19

農林水産 14 14

商工 3 3

土木 11 12 1 業務増のため

民生 77 76 -1 退職者の不補充

衛生 19 18 -1 退職者の不補充

計
200 199 -1

〈参考〉
人口1万人当たり職員数　　　　62.03　　　　　　人
（類似団体の人口1万人当たりの職員数 71.70
人）

33 31 -2 民間業務委託による給食調理員減

0 0 0

233 230 -3

〈参考〉
人口1万人当たり職員数　　　71.69　　　　人
（類似団体の人口1万人当たりの職員数  94.66
人）

13 12 -1 職員派遣に伴う部門間の異動

10 10

23 22 -1

256 252 -4
〔　　259　　〕 〔　259　　〕 〔　　　　　〕

　（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　　２　〔　〕内は、条例定数の合計です。
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増 減 数

主 な 増 減 理 由

〈参考〉
人口1万人当たり職員数　　　78.55　　　　　　　人
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人）
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（２）一般行政職の年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在）

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

3 14 28 29 26 24 17 10 24 34 42 1 252

(教育長含む)
（３）職員数の推移

19年 20年 21年 22年 23年 24年

211 208 204 200 200 199

35 32 35 34 33 31

246 240 239 234 233 230

22 23 23 22 23 22

268 263 262 256 256 252

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

総合計

過去５年間の増減数（率）

△１２　（△5.6％）

△４　（△11.4％）

△１６　（△6.5％）

0

△１６　（△5.9％）

教     育

普通会計

公営企業等会計等

区 分

職員数

一般行政

20歳未
満

20歳～
23歳

24歳～
27歳

28歳～
31歳

32歳～
35歳

36歳～
39歳

40歳～
43歳

44歳～
47歳

計
48歳～
51歳

52歳～
55歳

56歳～
59歳

60歳～
以上
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